
公益社団法人全日本病院協会 御中

事 務 連 絡
平成 28 年 6 月 27 日

厚生労働省医政局医療経営支援課

発出した通知の一部訂正について

平成 28 年 3 月 25 日付けで、「医療法人の機関について」（平成 28 年 3 月 25 日医政発
0325 第 3 号）及び 「医療法人の合併及び分割について」（平成 28 年 3 月 25 日医政発 0325

第 5 号）が発出され、また、平成 28 年4月 20 日付けで、 「医療法人会計基準適用上の
留意事項並びに財産目録、純資産変動計算書及び附属明細表の作成方法に関する運用指
針」（平成 28 年4月 20 日医政発 0420 第 5 号）が発出されたところですが、各通知につ
いて、別添のとおり各都道府県衛生主管部（局）医務主管課あて連絡いたしましたので、
御了知願います。
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⑤ 

各都道府県衛生主管部（局）医務主管課御中

事務連絡

平成 28年 6月 27 日

厚生労働省医政局匡療経営支援課

発出した通知の一部訂正について

平成 28年3月 25日付けで、「医療法人の機関についてJ（平成28年3月 25日医政発

0325第3号）及び「医療法人の合併及び、分割についてJ（平成 28年3月 25日医政発 0325

第5号）が発出され、また、平成28年4月 20日付けで、 「医療法人会計基準適用上の

留意事項並びに財産目録、純資産変動計算書及び附属明細表の作成方法に関する運用指

針J （平成 28年4月 20日医政発 0420第5号）が発出されたところですが、各通知に

ついて、関係者からのご指摘を踏まえ、別添のとおり訂正いたします。御了知の上、適

正な運用に努められますよう、お原品、申し上げます。
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0 「匡療法人の機関について」 （平成28年3月25日医政発0325第3号） （抄）

訂正後

第1 医療法人の機関に関する規定等の内容について

1～7 （略）

8 役員等の損害賠償責任等に関する事項（法第47条から第49条の3関係）

(1) （略）

(2) 医療法人に対する役員等の損害賠償責任の免除について

①～⑥（略）

⑦ ①にかかわらず、医療法人は（1）の①の責任について、評議員又は

理事若しくは監事が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がない場

合において、責任の原因となった事実の内容、評議員又は理事若しく

は監事の職務の執行の状況その他の事情を勘案して特に必要と認める

ときは、②により免除することができる額を限度として理事会の決議

によって免除することができる旨を定款又は寄附行為で定めることが

できること。

別添3 特定医療法人の定款例（平成15年医政発第1009008号）

（別添1) 

（下線の部分は修正部分）

訂正前

第1 医療法人の機関に関する規定等の内容について

1～7 （略）

8 役員等の損害賠償責任等に関する事項（法第47条から第49条の3関係）

(1) （略）

(2) 軍療法人に対する役員等の損害賠償責任の免除について

①～⑥（略）

⑦ ①にかかわらず、医療法人は（1）の①の責任について、評議員又は

理事若しくは監事が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がない場

合において、責任の原因となった事実の内容、評議員又は理事若しく

は監事の職務の執行の状況その他の事情を勘案して特に必要と認める

ときは、阜により免除することができる額を限度として理事会の決議

によって免除することができる旨を定款又は寄附行為で定めることが

できること。

別添3 特定医療法人の定款例（平成15年医政発第1009008号）

第45条評議員は、次に掲げる者から理事会において推薦した者につき、理｜第45条評議員は、次に掲げる者から理事会において推薦した者につき、理

事長が委嘱する。 ｜ 事長が委嘱する。

(1）～（3) （略） I C1）～（3) （略）
(4) 本生国の評議員として特に必要と認められる者 I C4) 本監国の評議員として特に必要と認められる者
2～3 （略） I 2～3 （略）
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（別添2)

0 「医療法人の合併及び分割について」 （平成28年3月25日医政発0325第5号） （抄）

（下線の部分は修正部分）

訂正後 ｜ 訂正官官

第6 分割の手続 ｜第6 分割の手続

吸収分割の手続については法第60条から第60条の7まで及び第67条の手続l吸収分割の手続については法第60条から第60条の7まで及び第67条の手続
の規定を、新設分割の手続については、法第61条から第61条の6まで及び第｜の規定を、新設分割の手続については、法第61条から第61条の6まで及び第

67条の手続の規定を遵守すること。 I 67条の手続の規定を遵守すること。
また、社会医療法人、特定医療法人、持分の定めのある医療法人及び法第｜ また、社会医療法人、特定医療法人、持分の定めのある霞療法人及び法第

42条の3第1項の規定による実施計画の認定を受けた医療法人は、傘型車l崖I42条の3第1項の規定による実施計画の認定を受けた医療法人は、会盟主す
の対象とすることができないため留意されたいこと。

1 （略）

2 分割の認可の申請｛規則第35条の8及び第35条の11関係）

(1) 吸収分割の認可を受けようとする医療法人は、申請書に次の書類を添

付して、都道府県知事に提出しなければならないこと。

①～⑤（略）

⑥ 吸収分割前の吸収分割医療法人及び吸収分割承継医療法人の財産目

録及び貸借対照表

⑦～⑨（略）

(2) 新設分割の認可を受けようとする医療法人は、申請書に次の書類を添

付して、都道府県知事に提出しなければならないこと。

①～⑤（略）

⑥新設分割前の新設分割匿療法人の財産目録及び貸借対照表

⑦～⑨（略）

（削除）

3 債権者の保護（法第60条の4、第60条の5及び第6_1条の3関係）

(1) 医療法人は、都道府県知事の吸収分割又は新設分割の認可があったと

ることができないため留意されたいこと。

1 （略）

2 分割の認可の申請（規則第35条の8及び第35条の11関係）

(1）吸収分割の認可を受けようとする医療法人は、申請書に次の書類を添

付して、都道府県知事に提出しなければならないこと。

①～⑤（略）

⑥ 吸叡分割前の吸収分割医療法人及び吸収分割承継医療法人の乏~

点での財産自録及び貸借対照表

⑦～⑨（略）

(2) 新設分割の認可を受けようとする医療法人は、申請書に次の書類を添

付して、都道府県知事に提出しなければならないこと。

①～⑤（略）

⑥ 新設分割前の新設分割医療法人のその時点での財産目録及び貸借対

照表

⑦～⑨（略）

(3) 社会匿療法人、特定医療法人、持分の定めのある医療法人について

は、吸収分割医療法人及び新設分割医療法人にはなれないが、吸収分割

承継医療法人にはなることができることの

3 債権者の保護（法第60条の4、第60条の5及び第61条の3関係）

(1) 医療法人は、都道府県知事の吸収分割又は新設分割の認可があったと
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きは、その認可の通知のあった日から2週間以内に、分割がその債権者に

重大な利害関係があることに鑑み、債権者保護のためにその時点におけ

ゑ財産目録及び貸借対照表を作成しなければならないこと。また、当該

財産目録及び貸借対照表については、吸収分割又は新設分割に係る登記

がされるまでの問、主たる事務所に備え置き、債権者から請求があった

場合には、これを閲覧に供しなければならないこと。当該義務違反に対

しては、罰則規定（20万円以下の過料。法第76条第9号）があること。

閲覧については、書面又は電磁的記録の当該ファイノレ若しくは磁気ディ

スクに記録されている事項を紙面又は当該事務所に設置された入出力装

置の映像面に表示する方法により行うこと。

(2）～（4) （略）

きは、その認可の通知のあった日から 2週間以内に、分割がその債権者に

重大な利害関係があることに鑑み、債権者保護のために財産目録及び貸借

対照表を作成しなければならないこと。また、当該財産目録及び貸借対照

表については、吸収分割又は新設分割に係る登記がされるまでの問、主た

る事務所に備え置き、債権者から請求があった場合には、これを閲覧に供

しなければならないこと。当該義務違反に対しては、罰則規定（20万円以

下の過料。法第76条第9号）があること。関覧については、書面又は電磁

的記録の当該ファイル若しくは磁気ディスクに記録されている事項を紙面

又は当該事務所に設置された入出力装置の映像面に表示する方法により行

うこと。

(2）～（4) （略）
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0 「医療法人会計基準適用上の留意事項並びに財産目録、純資産変動計算書及び附属明細表の作成方法に関する運用指針J

（平成28年4月初日医政発0420第5号） （抄）

（別添3)

（下線の部分は修正部分）

訂正後 訂正前

様式認二号 様式第二号

と1：人.7. I ':・r・.・・(・d：人う：P＂詐り｜ I I I II l.J仇 ｜ヨl川：ω
川｛1'Jill 1叶；；， llll 

m 占t ，，十 Ii m 古主 主 ！、令
（仁1 2十三＂i乙 II 卜f 寸ミ 斗三＂＇ JJ 111 I J"l -'J~J,\i JJ H て担 い＂兄 Jj H〕

(ljl fι ， r·1•1 i (l』Lf主＇ f l'J) 
利 LI 勺、 [. 目 イ・，， 日、i

I 世宗主主釜 I 事常損＝＝
A 本来＂＂＇務卒業損益 A 本来業務:i;j;:$損益
1 $菜収益 、、イ 1 $主主収益 人ふベ X
2 事業費用 2 $ ：定資用
( 1 ）事 :It 忌m孔 X ヘ (1）ミ吾 ~ 蛮 ~~，、 v，、
(2）ヰ豆 ZB 主主 y. × (2）弓丈 an 琵 》〈〉〈〉〈 〉く八〉〈
本来薬務事案利益 くχ 、 本来業務事案利益 〉〈〉ぐ〉〈

B H付帯主主務率英主毘議 B 附帯事業主主主匹笑損圭圭
1 ヰエ 茸E JjJ( 釜 入へ 1 $ 主 4宜 主主 xx、
Z 事業主主用 〉、夫、〈 2 ::J; 菜主主用 ;< Xλ  

附帯主主務事菜利益 、C.• E付帯:It務事業平lj三 ：〈〉三〉：

c 収益業務率~設釜 c lilt圭主主E務事実主民主主
1 3豆 諸E lilt 主主 r 、人 1 ::;; ;;, lilt 韮在 〉〈，、二ぅ，f

2 :a; ;'11; 1'( F百 去二 、〉乞 2 －：！エ章受用 ·.•、，M、’ r．』，

収益業務事x,利益 、，， " 収益系王害事茶利益 ，〈下、白、』

事 室長 事j 益 、－ ,/ x 平 案 手Jj 益 〈、ベ・＇
E 卒業外収益 II 1ユ実E タ下 ~JI: 韮在

」

己主 1r:' {-'Ii .l!. 11・, 手•I " 、 一＼胃，、，F 私〔

その｛也＇＂＇ ll＇工ント l[ol1;, ’ち，～，、，. ．，司、~ --- 4士ddli!.J可・1；工心ト11;1也記 ～M’1 ’J 、へ/ 、一l、一、〆‘「. 

E 事事E外資用 m －＂＇菜外交用
.I三 J人 平1) t山I •IC ;1‘ 干lj " x ....ぐ
戸とゲJffil1n・J＞才4タト1'UH ／ヘ 、〈メユィ ーケ U.'ffil•／.＇‘ J ；.工 7ト竹ず Ill ラく 、J.< ，・4下三.＇.

軍呈 日戸怜 矛河j 益 、J‘. 経 常 事j 益 〆、占、

N 特別利益 N 特別相l 芸
l川3にごと ！一子じ＂＇＇ :,;c ｜山｜？と，， J己主;fl'"' ，匹，、、／ . ，、

ぺ士し円（Lil＂＂ヰ！，.J'¥ll平IJ ，~i ツ、 λ ・＇＇へ v
c~ o/) f也J-')1古叩lF↑j；杭 〉ご〆〈》〈 下·•‘’ぜ‘でF< 

V 特別損失 V 特別損先
I・＇・＇主古川.， ・c.却 -tH 一、〆、 I・寸；L:’，， " .；己」；p；：：、 -,. .>< >< 

てぴ） fll! en 1守、jlj＇＂リと 〉’ 4く＂ 、く久〉ぐ 弓＂： ,;; IW. ＂＂ヰ：，.日1)11¥'." ＞~ .X ~－.：： ，く x '・ 

手見 吾l 宵可 当期 純利益 、ぜ〆 J 税引 布I 当 其耳 目沌 事j 韮左 :.( )< x. 

t」ミ 1, f'I. • (・I' l¥'c 科lI，之じザ j; .. , ti己 χ ＇x il・ 人れ兄 . !cl' l三「刊 J止しド‘i" O・ f吐 x >• ... 

ilミ 人 f•< ム手 ~M :, 、 メー x y ，町三、〈 世． j、 E見 ' ril尚 活＂＂ x＂＇へ 『ベン：ト

当 期 純 申1 益 ,• x"  当 ＃月 車屯 申I 益 x ，..－：ι， も，

（注） 1.利益がマイナスとなる場合には、 「利益」を「損失」と表示すること。 （注） 1.利益がマイナスとなる場合には、 「利益」を「損失」と表示すること。

2.表中の科目について、不要な科目は削除しても差し支えないこと。また、別に表示することが適当で 2.表中の科目について、不要な科目は削除しても差し支えないこと。また、 Jjljに表示することが適当で

あると認められるものについては、当該事業損益、事業外収益、事業外費用、特別利益及び特別損失を あると認められるものについては、当該事業損益、事業外収益、事業外費用、特別利益及び特別損失を

示す名称を付した科目をもって、 )'lljに掲記することを妨げないこと。 を示す名称を付した科目をもって、 )'lljに掲記することを妨げないこと。
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訂正後 訂正前

嫌式第九の一号 篠式第九の一号

‘t人名 ｜※防法人！沼さ日II II I I t土人れ ｜※防法人別番号｜｜｜｜｜｜

所有地 所内地

・・1下 ~~ n: m 1リl 斗日 J記 予 定的 !TI IY1 ii問 k
('ii（立，千円） （単位：千円）

本来コミ r三雫，， 'l'i' fjJ C「H詰コc ＞~ 之口さ、
木 1ミミ f.) ）~ .，ミ ＇／＇（ llJ 附{j干＊f・? 収益t己j'Jj l口b、 計

jメ： j-} 汁jト一 ～，， l'c 本自I；宍 寸主主inll l正 ノノJ＼ 71工立 ＇i'( 本ぷ； j'( 日十 堺支作用 .F定＇／＇（用

付料•／＇（ 材料i'i
、，九

H、「伺ιリHーal( 
＇＇＇＂ら rフ－ I、•: 

.:;o”】f.サH' J主~－f:作

経・／＇（ ，~. こい,.._ 

・fc u中；filli 子己｜二）京iJE

その他の事；ミf予Ill その他れす1'＇てi'i:用

計

1.売上原価には、当該医療法人の開設する病院等の業務に附随して行われるもの（売店等）及び収益業務の 1.売上原価には、当該医療法人の開設する病院等の業務に附随して行われるもの（完店等）及び収益業務の

うち商品の仕入れ又は製品の艶査を伴う業務について記載すること。 うち商品の仕入れ又は製品の製造を伴う業務について記載すること。

2.中区分科目には、それぞれ細区分を設け、売上原価については、商品（又は製品）期首たな卸高、当期目玉 2.中科目区分には、それぞれ細区分を設け、売上原価については、商品（又は製品）期首たな卸高、当期商

品仕入高（又は当期製品製進原価）、商品（又は製品）期末たな卸高を、材料費、給与費、委託費、経費及 品仕入高（又は当期製品製造原価）、商品（又は製品）期末たな卸高を、材料費、給与費、委託費、経費及

びその他の費用については、その内訳を示す費目を記載する様式によることもできる。 びその他の費用については、その内訳を示す費目を記載する様式によることもできる。

3.その他の事業費用には、研修費のように材料費、給与費、委託費及び経費のこつ以上の中区分に係る複合 3. その他の事業費用には、研修費のように材料費、給与費、委託費及び潅費の二つ以上の中区分に係る複合

受として整理した費目を記載する。 費として整理した費呂を記載する。
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訂正後 訂正前

様式九の一号 様式九の二号

ft;人少 i※医引＇l：人＇＇；＇.FJ!;ff日｜ I I I I I 法人ク ｜※民味法人於見番c:・II I I I I 
所有地 所内地

事業 時 Ill l釘細犬 事業炉 m 1~1 湘去

（山平成 Ii 日 半： 平成 rr 月 行） （白平成 t「 月 円 長平成 月 日）

(c己位ー千円） （単位千円）

科 口 ・*' H 目 4モ "i' 

I 材料交 I 材料交

〉〈〉〈× 〉〈×〉〈 ××× ××× 

JI 給与費 JI 給与l'i:
給料 ×〉く× 給料 ××× 

x X× 、」 ××× 

××× ××× ××× ××× 

Ill 委託'IS: Ill 委託fi:

検査委託費 ／×× 検査委託交 ／×× 

＼／× ＼メ×. 
＼×× >. x 〉、×× 〉ぇ×x

W 経費 N 経l'i:

減価官雪却費 ××  減価償却l'i: ××  

××  × F × 

／×× 〆× ／×× ××× 

v 売上原価 v 売上原価

商品（又l立製品）期首たな卸高 ＼×  商品（又は裂品）期首たな郡高 ＼×  

当期商品仕入高（又l立当期製品製造原価） /X× 当期商品仕入il£i〔又は当期製品製造原価） ／×× 

商品（又は製品〕期末たな卸~ /X× / x ・, 商品（文は製品）期末たな釦高 〆X× メ×＼

VI その他の事業費用 VI その他の事業費用

研修費 ＼ノ〈× 研修費 ＼ ノくx 

／＼× ／、×

＼×× ＼× r ＼×× '-Xメ

王F 業 主主 用 言十 ＼×／ 事 業 主主 用 言十 X×メ

1.売上原価には、当該医療法人の開設する病践等の業務に附随して行われるもの（売店等）及び収益業務の 1.売上原価には、当該医療法人の関設する病院等の業務に附随して行われるもの（売店等）及び収益業務の

うち商品の仕入れ又は製品の製造を伴う業務について記載すること。 うち商品の仕入れ又は製品の艶査を伴う業務について記載すること。

2. IからVIの中区分科目は、省略する様式によることもできる。 2. IからVIの中科目区分は、省略する様式によることもできる。

3.その他の事業費用には、研修費のように材料費、給与費、委託費及び経費の二つ以上の中区分に係る複合 3ーその他の事業費用には、研修費のように材料費、給与費、委託費及び経費の二つ以上の中区分に係る複合

費として整理した費目を記載する。 費として整理した費目を記載する。

全日本病院協会　医療行政情報 
http://www.ajha.or.jp/topics/admininfo/




